
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今治市国土強靱化地域計画及び事前復興プラン 【概要版】 

１ 計画の趣旨及び位置付け 

５ 計画推進の方策 

４ 今治市の脆弱性評価と国土強靱化の推進方針 

○ 本計画は、人命を最優先に考え、次の 4 つの基本目標を設定します。 

○ 国土強靱化地域計画は、平成 25 年 12 月に公布・施行された国土強靱化基本法に基づき、大規

模災害時にも機能不全に陥らず迅速な復旧・復興が可能な「強靱な地域」を目指して地方公共

団体が策定する計画です。今治市では、令和 2年 8月策定の計画について、社会情勢の変化や

近年の災害から得られた知見を踏まえるとともに、国及び愛媛県の計画との整合を図りつつ、

事前防災・減災に資する施策を総合的かつ計画的に推進するため、改定を行います。 

 

○ 国の基本計画改定等に伴い、主に以下の点を反映・見直しています。 

○ 本計画は、国土強靱化基本法に基づき、国の

基本計画との調和及び愛媛県地域強靱化計画

との調和・連携を図るものです。 

○ 今治市の最上位計画である「今治市総合計画」

を基本としつつ、「今治市地域防災計画」や各

種分野計画において、強靱化に関する施策を

推進する上での指針になります。 

○ 本計画が推進する事前の「防災・減災対策」

と発災後の「復興」をつなぐ役割を果たすも

のとして、新たに「事前復興プラン」を位置

付けました。 

① 人命の保護が最大限図られること 

② 市及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

③ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

④ 災害等によって受けた被害からの迅速な復旧復興 

３ 今治市の強靱化に対する基本的な考え方 

【計画の改定趣旨】 

 

【計画の位置付け】 

 

○ 広大な市域や特異な地形特性を有する今治市では、近年激甚化する風水害への対策が急務と

なっています。 

○ 発生確率が高まる南海トラフ巨大地震では、死者数 671 人、建物全壊・焼失 10,607 棟という

甚大な被害が想定されています。 

○ こうした想定を踏まえ、あらゆる事態を見据えた「事前防災・減災」による強靱化と、迅速

な再建に向けた「事前復興プラン」の取組が不可欠です。 

２ 今治市の地域特性 

○ 上記の分析結果に基づき、リスクシナリオごとに、最悪の事態を回避・軽減するための具体

的な「国土強靱化の推進方針」や施策を設定しました。 

○ 「２ 今治市の地域特性」で想定されるような甚大な被害を回避し、今治市の防災上の弱点を

補うため、あらゆる災害を想定した「32 の起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」

や「15 の施策分野」ごとに、現在の課題や進捗の遅れを分析しました。 

令和８年３月改定 

○ 南海トラフ巨大地震における極めて甚大な被害想定等を踏まえ、限られた資源の中で効果的

に対策を進めるため、以下の視点で「14 の事態（※）」を重点化の対象として選定し、優先

的に取り組みます。 

※①人命保護に直接関わる事態（13 事態）：建物の倒壊、津波、土砂災害など、多数の人命が奪われる危険性の高い 
事態の回避を最優先とします。 

 ②行政機能の大幅な低下につながる事態（1 事態）：被災後の市民生活の支援や、迅速な復旧・復興に不可欠な  
行政機能の麻痺を防ぎます。 

【計画の改定ポイント】 

 

○ 本計画は、今後の社会経済情勢の変化、国及び県の強靱化施策の取組状況、今治市総合計画の見

直し等を踏まえ、適宜見直しを行います。 

PDCA 項目 内容 令和8年度 令和9年度 令和10年度 …
Do

（実行）
計画の推進体制 全市一丸となって、取組を推進します。

Check
（評価）

計画の進捗管理 目標の達成状況の把握を行い、毎年度の進捗を管理します。
★

毎年度評価
★ ★

Action
（改善）

計画の見直し
施策の進捗状況や社会経済情勢の変化、基本計画の変更、
県計画の改定等を考慮し適宜必要な見直しを行います。

…

【状況に応じた、
適宜見直し】

【全期間通じて継続】

【脆弱性評価】 

【国土強靱化の推進方針】 

【重点化する施策】 

■ 国の新たな“柱”の推進
「デジタル等新技術 の活用」「地域における防災力の一層の強化」
「ハードとソフトの融合」といった新たな視点を反映しました。

■ リスクシナリオ等の見直し
今治市 の地域特性等を踏まえ、災害対応のフレームを「6つの事前に備えるべき目標」
と「32の起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」に再構築しました。

■ 施策分野の再編 あらゆる災害に備えるため、各取組を横断的に俯瞰する「15の施策分野」を設定しました。



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 事前復興プラン 

【事前復興プランの必要性】 

 ○ 南海トラフ巨大地震のような大規模災害時には、行政自らも被災し災害対応が遅れることや、復

旧・復興の長期化による市民の生活再建意欲の低下、人口流出や地域活力の衰退が懸念されます。

そのため、事前復興プランは、平時から予想される災害対応を明確化し、復興の目標等をあらか

じめ整理しておくことで、迅速かつ的確な復興を実現するものです。 

○令和 8年 2月の愛媛県地震被害想定結果（最終報告）

によると、今治市に最も影響を及ぼす南海トラフ巨大

地震では、最大震度７の揺れや津波により、甚大な建

物・人的被害が想定されています。 

○さらに、大規模な断水や停電などのインフラ被害に加

え、5万人を超える避難者の発生が見込まれるなど、

市全域に及ぶ複合的な被害が復旧・復興を長期化させ

る恐れがあるため、平時からの事前復興への対応が

喫緊の課題となっています。 

（２） 復興プロセスの流れ 

資料：愛媛県地震被害想定調査（R8.2） 

【地震被害想定】 

 

（１） 事前復興の取組に向けた分野別課題と基本目標 

【① 拠点機能の確保】 

○今治市の将来都市構造を見据えながら、以下の観点から事前復興への取組を推進します。 

一時的に都市機能等が喪失したとしても、「中心拠点（今治市中

心市街地・今治新都市）」「生活拠点（各支所周辺）」「産業拠点（臨

海部等の工業集積地）」を中心に復興を牽引する機能の維持・確保

を目指します。 

【② 地域別の復興への取組】 

【③ ネットワークの早期復旧】 

復興の取組や住民生活・産業活動を支える幹線道路（瀬戸内しま

なみ海道、今治小松自動車道、国道 196 号、国道 317 号）の早期復

旧を図るとともに、各地域の暮らしを支える公共交通を確保しま

す。 
図：今治市都市計画マスタープラン 

（３） 事前復興の都市構造（将来都市構造を見据えた事前復興に向けて） ○ 復興に向けて、分野別の課題を整理し、それぞれの基本目標を定めます。 

課題：東予地域の中核都市として、各種産業や都市機能等の維持・早期復興を図ることが必要です。 

目標：災害が発生したとしても命を守ることができる、安全で安心して暮らせる地域づくりを実現します。 

【まちの復興】 

課題：被災による人口流出等に拍車がかかることを防ぐため、安全・安心な住まいと暮らしやすいまちの

実現が必要です。 

目標：復興までの期間、安全で安心して生活できる住まいの確保に努め、早期の復旧・復興を実現します。 

【住まいの復興】 

課題：働く場や雇用の喪失による地場産業の低迷を防ぐため、雇用の維持と市内産業の発展を促すことが

必要です。 

目標：働く場の維持や早期復旧を図るとともに、市内産業のさらなる魅力創出により、活力の維持・向上を

図り、産業に係る条件整備を実現します。 

【産業の復興】 

○ 発災から復興までの各段階を設定したうえで想定される復興プロセスを以下に整理します。 

市街地部：津波や地震火災等の被害を想定し、市街地周辺での都市

機能の維持を図ります。 

島しょ部：津波被害や他地域での生活の可能性も踏まえつつ、生業

と暮らしの両立を目指した集落等の維持を図ります。 

山間部：揺れや地震火災、土砂災害等による二次被害の拡大防止を

含め、持続的な集落等としての復興を図ります。 

（注）このフローは事業工程ではなく、想定される発災後の復興プロセスを検討・整理したものである。 

～３時間 ～24時間 ～72時間 ～1週間 ～2週間 ～1ヶ月 ～2ヶ月 ～6ヶ月 ～1年 ～2年 2年以降

１）災害対策本部の運営 ①本部の設置 ②本部の運営 ③復興体制への移行

２）応援の受入れ ①初期受援の要請
②移動方法の決定
③受入れ・調整、活動の実施

④専門的受援の要請、活動の実
施・連携

⑤終了・縮小、事後精算

３）被害確認 ①被害の全容把握 ②終了・縮小

４）救助・救急活動
①体制整備、
②移動方法の決定、③活動開始

④活動調整

１）避難所の開設・運営 ①避難所の開設 ②応急復旧、運営（初動）
③運営（短期）
④移動方法の決定

⑤1.5次避難 ⑥運営（長期化）、2次避難 ⑦集約・閉鎖

２）教育の早期再開 ①安全確保 ②応急復旧 ③早期の授業再開 ④教育再開

１）物資調整 ①備蓄物資の放出準備 ②協定に基づく調達・輸送 ③プッシュ型支援（国主導） ④プル型支援（自治体要請） ⑤閉鎖・縮小

２）物資受入れ拠点設置 ①受入れ拠点の設置 ②受入れ拠点の運用 ③閉鎖・縮小

３）物資配送 ①避難所等への配送・受入れ ②閉鎖・縮小

１）罹災証明書の交付・被害認定調査 ①事前準備
②受付開始
③移動方法の決定

④一次調査 ⑤判定・決定、罹災証明書の交付 ⑥二次調査、事後対応 ⑦終了・縮小

２）応急危険度判定調査
①判定実施本部の設置
②移動方法の決定

③外観調査 ④本部への報告 ⑤終了・縮小

１）応急仮設住宅の確保 ①事前準備 ②ニーズ把握 ③用地の確保・供給 ④募集・選定 ⑤入居・運用 ⑥再建状況の把握 ⑦退去支援
⑧終了・縮小（原則2年
以内）、解体・撤去

⑨原状回復、フォロー

２）住居併用施設・被災住宅の応急修理 ①体制整備 ②業者選定 ③受付・窓口設置 ④応急修理 ⑤事後精算

３）物流施設の復旧 ①情報把握・代替拠点の確保 ②復旧・再開

４）災害公営住宅の整備 ①意向調査 ②供給計画の策定
③用地確保・設計・施工、
供用開始

５）災害公営住宅への入居・管理
①募集準備、募集・受付、
入居の選定、入居開始

②維持管理

１）要配慮者への支援 ①対象者の把握 ②安全確保・情報伝達 ③支援体制の構築 ④生活支援体制の確立 ⑤個別支援の本格化 ⑥終了・縮小

２）地域医療体制調査の実施
①医療体制の確立、仮設診療所の設
置要請の判断、②移動方法の決定

③仮設診療所設置、関係機
関との連絡調整、維持管理

④終了・縮小

３）医療・福祉施設等の再建支援 ①被害状況把握 ②医療・福祉等団体との連携 ③相談窓口の設置 ④終了・縮小

４）災害時福祉支援 ①福祉避難所での受け入れ ②相談窓口の設置 ③災害ケースマネジメント ④福祉のまちづくりの促進

１）帰宅困難者対応
①一斉帰宅の抑制、一時滞在施設の
確保、誘導・受入れ、施設運営

②帰宅支援

２）ボランティア活動
①災害ボランティアセンターの開
設、②募集・広報

③受入・調整
④移動方法の決定、⑤活動の実施

⑤閉鎖・縮小、活動終了

１）農林水産業、工場・店舗等の再建支援 ①被害状況把握 ②被災者台帳の作成 ③相談窓口の設置 ④支援方針の決定 ⑤再建・再開支援、申請受付 ⑥終了・縮小

２）相談窓口の設置 ①生活支援ガイドの整理 ②臨時相談窓口の設置 ③ワンストップサービスの開始 ④終了・縮小

３）義援金の支給 ①募集開始、配分計画 ②申請受付・審査 ③支給（振込） ④支給（現金）、⑤公表

４）自力での住宅再建への支援 ①支援制度の確保 ②相談窓口の設置
③被災者生活再建支援金の
申請・交付

④支援金の確定・支給開始 ⑤終了・縮小

５）総合被災者支援 ①応急対応 ②全手続きに必要な書類 ③生活基盤確保 ④生活再建・復興 ⑤終了・縮小

１）住民意向調査 ①復興ニーズの把握 ②調査の実施 ③調査の定期的実施 ④終了・縮小

２）復興方針の策定 ①方針策定の準備 ②案の作成 ③復興方針の決定

３）復興計画の策定 ①計画策定の準備
②復興計画の決定・公表、
事業実施・モニタリング

４）整備事業及び合意形成 ①合意形成
②復興まちづくり協議会の設置、
復興整備事業の計画化

③各種事業推進、順次供
用開始、維持管理

５）建築制限
①移動方法の決定、
②建築制限の検討

③第一次建築制限
（最大2ヶ月まで）

④解除・終了
⑤二次災害の防止、
⑥第二次建築制限

⑦解除・終了
（最大2年以内）

６）移転元地等利活用 ①公有地化、利活用 ②維持管理

７）災害査定
①移動方法の決定、
②災害緊急調査

③災害報告 ④最終報告 ⑤決定・交付 ⑥竣工・精算

１）通信の確保 ①外部との連絡の確保 ②移動方法の決定、③応急復旧 ④孤立集落対策 ⑤復旧・縮小

２）道路啓開
①緊急輸送道路の確保、
②移動方法の決定、③応急復旧

④孤立集落対策 ⑤陸運への移行 ⑥事後精算

３）電気
①送配電事業者との連携、
②移動方法の決定、③応急復旧

④二次災害防止 ⑤復旧・縮小（1週間程度）

４）水道
①初動対応、
②移動方法の決定、③応急復旧

④応急給水 ⑤巡回給水 ⑥復旧・縮小（1ヶ月程度）

５）ガス
①安全確保・二次災害防止、
②移動方法の決定、③応急復旧

④石油ガス備蓄基地との連携
（波方・菊間）

⑤LPガスの活用
⑥復旧・縮小
（２ヶ月程度）

１）がれき等 ①体制の構築 ②処理量の把握 ③仮置き場の確保
④移動方法の検討、
⑤広域処理への移行

⑥仮置き場の閉鎖・撤去

２）公費解体 ①窓口設置・受付 ②受付終了 ③完了報告

３）生活ごみ・避難所ごみ ①施設被害確認、復旧
②移動方法の決定、
③ごみ収集と運搬

④終了・縮小

４）し尿 ①仮設トイレの設置
②被害把握と復旧、③移動方法の決
定、④し尿収集・運搬

⑤仮設トイレの維持管理 ⑥終了・縮小

11
災害廃棄物

１
指揮・統制

３
物資供給

２
避難所と教育再開

５
住まいと物流の復旧支援

４
住まいの被害判定

８
生活・産業再建

６
医療・福祉の継続支援

７
支援体制

９
復興まちづくり

10
ライフライン
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緊急対応期 >>>>>>>>>>>>>>>>>> 応急復旧期 >> 復興始動期 >>
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